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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移に

ついては、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  

回次 
第55期 

第２四半期累計期間 
第56期 

第２四半期累計期間 
第55期 

会計期間 
自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日 

自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日 

自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日 

売上高 (千円) 4,096,756 4,235,543 8,774,739 

経常利益 (千円) 995,103 1,118,573 2,124,460 

四半期(当期)純利益 (千円) 614,899 850,907 1,418,848 

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(千円) 6,939 10,129 22,044 

資本金 (千円) 3,887,500 3,887,500 3,887,500 

発行済株式総数 (株) 18,700,000 18,700,000 18,700,000 

純資産額 (千円) 39,313,703 40,880,650 40,116,274 

総資産額 (千円) 43,778,100 46,081,852 44,946,315 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 34.75 48.09 80.18 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 7.50 

自己資本比率 (％) 89.80 88.71 89.25 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,366,045 1,575,742 2,693,406 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △3,004,033 △1,723,390 △3,023,406 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △33,140 △133,628 △133,633 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 127,746 1,065,351 1,336,155 
 

回次 
第55期 

第２四半期会計期間 
第56期 

第２四半期会計期間 

会計期間 
自  平成25年７月１日 
至  平成25年９月30日 

自  平成26年７月１日 
至  平成26年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 19.59 29.93 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期累計期間において、当社グループ(当社、親会社、関係会社15社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融政策により円安・株高傾向が継続し、原

油・原材料価格の上昇があり、消費税増税による駆け込み需要の反動による消費、生産の減少がみられ、景気は弱

含みで推移し、回復には時間を要するものと思われます。 

当家具・インテリア業界におきましては、厳しさが続くなかで推移しております。 

この結果、売上高は、4,235,543千円(前年同四半期の103.4％)となりました。 

一方利益面におきましては、営業利益は、売上高が微増するなか、利益率が相対的に高い不動産賃貸収入が伸び

たこと等により、1,114,515千円(前年同四半期の114.6％)と増益となりました。経常利益は、1,118,573千円(前年

同四半期の112.4％)と増益となりました。四半期純利益は、固定資産売却益213,374千円の計上等があり、850,907

千円(前年同四半期の138.4％)と増益となりました。 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

①家具商品部門 

家具商品部門の売上高は、2,174,509千円(前年同四半期の98.6％)と減少し、セグメント損失(営業損失)は、

51,110千円(前年同四半期はセグメント損失(営業損失)19,665千円)となりました。 

②不動産賃貸部門 

不動産賃貸部門の売上高は、建替後の新規稼働物件等もあり、1,976,177千円(前年同四半期の110.3％)と増加

し、セグメント利益(営業利益)は、1,244,157千円(前年同四半期の116.5％)となりました。 

③その他 

プラスチック成型品の売上高は、84,856千円(前年同四半期の85.2％)と減少し、セグメント利益(営業利益)

は、2,571千円(前年同四半期の85.2％)となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、4,413,182千円となり、前事業年度末に比べ229,436千円の減少となりました。これは主に、受取

手形の減少によるものであります。 

固定資産は、41,668,669千円となり、前事業年度末に比べ1,364,973千円の増加となりました。これは主に、有

形固定資産の増加によるものであります。 

（負債） 

流動負債は、1,793,972千円となり、前事業年度末に比べ122,310千円の減少となりました。これは主に、未払

法人税等の減少によるものであります。 

固定負債は、3,407,229千円となり、前事業年度末に比べ493,470千円の増加となりました。これは主に、長期

預り敷金の増加によるものであります。 

（純資産） 

純資産は、40,880,650千円となり、前事業年度末に比べ764,376千円の増加となりました。これは主に、利益剰

余金の増加によるものであります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期累計期間末に比べ937,604千円増加し、

1,065,351千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,575,742千円(前年同四半期累計期間の115.4％)の収入となりました。

これは主に、税引前四半期純利益1,322,482千円、減価償却費395,890千円、長期預り敷金の増加516,490千円、法人

税等の支払額718,134千円によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,723,390千円(前年同四半期累計期間の57.4％)の支出となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得による支出2,305,756千円によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、133,628千円(前年同四半期累計期間の403.2％)の支出となりました。こ

れは主に、配当金の支払い132,676千円によるものです。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

特記事項はありません。 

  

(6) 主要な設備 

①  新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四半期累計期間に著しい変動があった設備は、次の

とおりであります。 

ａ  新設 

(注)  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業所名 
(所在地) 

セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 

建物 
土地 

(面積㎡) 
合計 

ザシティ篠崎 
(東京都江戸川区) 

不動産賃貸部門 賃貸用設備 471,701 
671,524 
(1,927) 

1,143,225 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 57,200,000 

計 57,200,000 
 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 18,700,000 18,700,000 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数は1,000株であり
ます。 

計 18,700,000 18,700,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年９月30日 ― 18,700,000 ― 3,887,500 ― 4,947,500 
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(6) 【大株主の状況】 

平成26年９月30日現在 

(注)  上記のほか当社所有の自己株式1,005千株(5.37％)があります。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社光商 東京都荒川区東尾久４－７－１ 11,214 59.97 

株式会社久光 東京都北区東田端１－３－５－706 2,156 11.53 

株式会社久伸 大阪府大阪市生野区田島５－４－11 2,145 11.47 

株式会社松栄 東京都荒川区東尾久４－８－14 1,001 5.35 

MSIP CLIENT SECURITIES 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレーＭＵＦＧ証券株式会社） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF，
LONDON E14 ４QA， U.K. 
（東京都千代田区大手町１－９－７ 大
手町フィナンシャルシティ サウスタワ
ー） 

49 0.26 

篠 川 宏 明 埼玉県久喜市 38 0.20 

株式会社東京光商事 東京都足立区鹿浜５－19－20 35 0.19 

中 島 和 信 東京都渋谷区 34 0.18 

小 川 哲 英 東京都新宿区 31 0.17 

下 村 郁 夫 東京都江東区 26 0.14 

計 ― 16,730 89.47 
 

      平成26年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式         1,005,000 

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式            55,000  

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式        17,599,000 17,599 ― 

単元未満株式 普通株式            41,000 ― ― 

発行済株式総数             18,700,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 17,599 ― 
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② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 

  

 

    平成26年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式）     

株式会社光製作所 荒川区東尾久４－７－１ 1,005,000 ― 1,005,000 5.37 

(相互保有株式)          

株式会社福島光商事 二本松市渋川字宮前１-１ 4,000 ― 4,000 0.02 

株式会社群馬光商事 館林市堀工町908 1,000 ― 1,000 0.01 

株式会社中央光商事 川口市領家５－１－５ 1,000 ― 1,000 0.01 

株式会社千葉光商事 白井市根1777－１ 21,000 ― 21,000 0.11 

株式会社新潟光商事 新潟市東区木工新町1066 7,000 ― 7,000 0.04 

株式会社長野光商事 上田市秋和問屋町503 6,000 ― 6,000 0.03 

株式会社静岡光商事 沼津市足高字尾上191－１ 3,000 ― 3,000 0.02 

株式会社中京光商事 山県市梅原2951－１ 3,000 ― 3,000 0.02 

株式会社名古屋光商事 愛西市雀ヶ森町開田27 7,000 ― 7,000 0.04 

株式会社光リビング 足立区小台２－46－１ 2,000 ― 2,000 0.01 

計 ― 1,060,000 ― 1,060,000 5.67 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、永和監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３ 四半期連結財務諸表について 

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,217,870 2,070,066 

    受取手形 716,090 503,126 

    売掛金 640,484 633,491 

    商品 943,609 1,026,363 

    その他 131,462 186,093 

    貸倒引当金 △6,899 △5,959 

    流動資産合計 4,642,619 4,413,182 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物（純額） 10,932,772 11,039,664 

      土地 22,991,813 23,430,453 

      その他（純額） 3,414,449 4,406,777 

      有形固定資産合計 37,339,036 38,876,895 

    無形固定資産 1,089,472 1,089,178 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 471,799 494,520 

      長期貸付金 1,123,421 948,121 

      その他 561,992 554,629 

      貸倒引当金 △282,025 △294,675 

      投資その他の資産合計 1,875,187 1,702,595 

    固定資産合計 40,303,696 41,668,669 

  資産合計 44,946,315 46,081,852 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 289,797 298,563 

    買掛金 429,175 526,268 

    未払法人税等 734,237 462,202 

    賞与引当金 17,757 19,722 

    その他 445,314 487,216 

    流動負債合計 1,916,282 1,793,972 

  固定負債     

    退職給付引当金 95,076 72,056 

    長期預り敷金 2,818,681 3,335,172 

    固定負債合計 2,913,758 3,407,229 

  負債合計 4,830,040 5,201,201 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 3,887,500 3,887,500 

    資本剰余金 4,947,500 4,947,500 

    利益剰余金 31,616,321 32,334,507 

    自己株式 △416,537 △417,489 

    株主資本合計 40,034,784 40,752,017 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 83,356 97,989 

    繰延ヘッジ損益 △1,866 30,643 

    評価・換算差額等合計 81,490 128,633 

  純資産合計 40,116,274 40,880,650 

負債純資産合計 44,946,315 46,081,852 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第２四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 4,096,756 4,235,543 

売上原価 2,710,870 2,684,151 

売上総利益 1,385,885 1,551,391 

販売費及び一般管理費 ※１  413,275 ※１  436,876 

営業利益 972,610 1,114,515 

営業外収益     

  受取利息 10,448 5,912 

  受取配当金 6,328 7,675 

  貸倒引当金戻入額 11,447 - 

  その他 1,567 3,602 

  営業外収益合計 29,791 17,189 

営業外費用     

  支払利息 608 - 

  為替差損 5,623 - 

  貸倒引当金繰入額 - 11,710 

  商品廃棄損 331 1,199 

  その他 735 222 

  営業外費用合計 7,298 13,131 

経常利益 995,103 1,118,573 

特別利益     

  固定資産売却益 - 213,374 

  特別利益合計 - 213,374 

特別損失     

  固定資産売却損 2,321 2,579 

  固定資産除却損 23 6,886 

  投資有価証券評価損 1,400 - 

  特別損失合計 3,745 9,465 

税引前四半期純利益 991,357 1,322,482 

法人税、住民税及び事業税 365,031 447,860 

法人税等調整額 11,427 23,714 

法人税等合計 376,458 471,575 

四半期純利益 614,899 850,907 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前四半期純利益 991,357 1,322,482 

  減価償却費 357,012 395,890 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 6,641 1,965 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △21,148 11,710 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △20,502 △23,019 

  受取利息及び受取配当金 △16,776 △13,587 

  支払利息 608 - 

  為替差損益（△は益） △4,264 △10,471 

  有形固定資産除却損 23 6,886 

  有形固定資産売却損益（△は益） 2,321 △210,795 

  投資有価証券評価損益（△は益） 1,400 - 

  売上債権の増減額（△は増加） 355,432 219,957 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △6,027 △82,753 

  仕入債務の増減額（△は減少） 107,428 105,858 

  長期預り敷金の増減額（△は減少） △35,100 516,490 

  その他 △5,379 39,901 

  小計 1,713,026 2,280,515 

  利息及び配当金の受取額 16,474 13,362 

  利息の支払額 △650 - 

  法人税等の支払額 △362,805 △718,134 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,366,045 1,575,742 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △123,000 △123,000 

  定期預金の払戻による収入 1,002,882 - 

  有形固定資産の取得による支出 △3,842,501 △2,305,756 

  有形固定資産の売却による収入 29,466 530,066 

  貸付けによる支出 △390,500 △373,400 

  貸付金の回収による収入 319,620 548,700 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △3,004,033 △1,723,390 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 - 

  自己株式の取得による支出 △493 △952 

  配当金の支払額 △132,647 △132,676 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △33,140 △133,628 

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,264 10,471 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,666,865 △270,804 

現金及び現金同等物の期首残高 1,794,612 1,336,155 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  127,746 ※１  1,065,351 
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【注記事項】 

(四半期損益計算書関係) 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第２四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

 配当金支払額 

  

  

当第２四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

 配当金支払額 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

  

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

給料手当 193,636千円 190,021千円 

賞与引当金繰入額 19,800千円 19,722千円 

退職給付費用 2,644千円 4,013千円 
 

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

現金及び預金 1,011,828千円 2,070,066千円 

預入期間が３か月を越える定期預金 △884,081千円 △1,004,715千円 

現金及び現金同等物 127,746千円 1,065,351千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 132,731 7.50 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 132,721 7.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
 

  
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

関連会社に対する投資の金額 19,100千円 19,100千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 652,810千円 660,991千円 
 

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 6,939千円 10,129千円 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントである、プラスチック成型品事業でありま

す。 

  

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項) 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

     

  

報告セグメント(千円) 
その他(千円) 

(注) 
合計(千円) 

家具商品部門 不動産賃貸部門 計 

売上高           

  外部顧客への売上高 2,206,127 1,791,053 3,997,180 99,575 4,096,756 

セグメント利益又は損失(△) △19,665 1,067,892 1,048,227 3,017 1,051,244 
 

    

利益 金額(千円) 

報告セグメント計 1,048,227 

「その他」の区分の利益 3,017 

全社費用(注) △78,634 

四半期損益計算書の営業利益 972,610 
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Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントである、プラスチック成型品事業でありま

す。 

  

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項) 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

 

     

  

報告セグメント(千円) 
その他(千円) 

(注) 
合計(千円) 

家具商品部門 不動産賃貸部門 計 

売上高           

  外部顧客への売上高 2,174,509 1,976,177 4,150,686 84,856 4,235,543 

セグメント利益又は損失(△) △51,110 1,244,157 1,193,047 2,571 1,195,618 
 

    

利益 金額(千円) 

報告セグメント計 1,193,047 

「その他」の区分の利益 2,571 

全社費用(注) △81,103 

四半期損益計算書の営業利益 1,114,515 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

 

項目 
前第２四半期累計期間 

(自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 34円75銭 48円09銭 

  (算定上の基礎)     

四半期純利益金額(千円) 614,899 850,907 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 614,899 850,907 

普通株式の期中平均株式数(株) 17,697,231 17,695,575 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成26年11月13日

株式会社光製作所 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社光製作

所の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第56期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光製作所の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

  
 

永和監査法人 
 

代表社員   公認会計士    齋    藤    力    夫    印 
 

代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士    津    村        玲    印 
 

  

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年11月14日 

【会社名】 株式会社光製作所 

【英訳名】 HIKARI FURNITURE CO.，LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  安 岡 定 二 

【最高財務責任者の役職氏名】  ― 

【本店の所在の場所】 東京都荒川区東尾久４丁目７番１号  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社光製作所大阪支社 

（大阪府大阪市東住吉区住道矢田５丁目５番27号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長安岡定二は、当社の第56期第２四半期（自  平成26年７月１日  至  平成26年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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